


（別添） 

 

株式会社ＮＴＴドコモに対する質問事項 

 

 

 令和２年２月４日付け諮問第１１号をもって総務大臣から諮問された裁定案（以下

「裁定案」という。）について、以下の質問事項に回答願います。 

 なお、回答にあたっては、必要に応じて、以下の留意事項のとおり貴社あてに開示

される情報を参照願います。 

 

（質問事項） 

問 裁定案について、御意見があれば、項目別に理由及び証拠とともに、回答願い

ます。 

  その際、（P1 の 14 行目）「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤

を加えた金額の算定方法、課金方法、精算方法等」について、裁定案の記載内容

で、料金算定は十分可能と考えるか、あわせて御回答願います。 

 

（留意事項） 

 ・電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）第３条の規定に基づく

総務大臣あて質問事項に対する回答提出の依頼（令和２年２月６日）は別紙のと

おりです。総務大臣から提出された回答は、おって貴社に開示します。 

 ・令和２年２月１０日（月）までに提出された貴社からの裁定案に対する質問（以

下「貴社からの質問」という。）については、総務大臣あてに回答を求めることと

します。総務大臣から提出された回答は、おって貴社に開示します。 

・貴社からの質問については、日本通信株式会社に対し開示します。同社に対し、

非開示を希望する部分があれば、当該部分をその理由とともに明示願います。 

 

 

 

（以上） 




